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　2009（平成 21）年 4 月 1 日から教員免許更新制が実施された。2008（平成 20）年度には、





































行に伴う関係法律の整備等に関する法律の一部の施行期日を定める政令（平成 25 年政令第 193
号）」が 2013（平成 25）年 6 月 26 日に公布、同年 7 月 1 日に施行された。これに伴い、「教育
職員免許法施行規則の一部を改正する省令（平成 25 年文部科学省令第 22 号）」及び「免許状更






















保育者 小学校 中学校 高等学校 養護学校 その他 合計 ％
20 歳代 16 2 0 1 0 5 24 4.6％
30 歳代 97 193 19 1 1 23 334 64.4％
40 歳代 75 11 0 0 1 8 95 18.3％
50 歳代以上 36 25 2 1 0 2 66 12.7％
合計 224 231 21 3 2 38 519 100.0％
％ 43.2％ 44.5％ 4.0％ 0.6％ 0.4％ 7.3％ 100.0％
　選択必修領域の開講された講座は、「小・中学校期の教育相談（いじめ・不登校への対応を含
む。）」（小学校教諭、中学校教諭、養護教諭対象；6 時間；40 名定員）、「幼児期の教育相談（い

















20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代以上 合　計
人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％
小・中学校期の教育相談
（いじめ・不登校への対応を含む。） 2 2.1％ 69 73.4％ 8 8.5％ 15 16.0％ 94 100.0％
幼児期の教育相談
（いじめ・不登校への対応を含む。） 18 7.6％ 114 47.9％ 73 30.7％ 33 13.9％ 238 100.0％
小学校の道徳教育 0 0.0％ 85 91.4％ 3 3.2％ 5 5.4％ 93 100.0％
小学校の英語教育 1 2.6％ 30 78.9％ 3 7.9％ 4 10.5％ 38 100.0％
児童期の国際理解及び
異文化理解教育 3 7.7％ 19 48.7％ 7 17.9％ 10 25.6％ 39 100.0％
TABLE3　選択必修領域の講座別の事前の課題意識調査と事後評価の回答者数（％）
選択必修領域の開講講座 事前の課題意識調査 事後評価 受講率
小・中学校期の教育相談（いじめ・不登校への対応を含む。） 94 91 96.8％
幼児期の教育相談（いじめ・不登校への対応を含む。） 238 232 97.5％
小学校の道徳教育 93 91 97.8％
小学校の英語教育 38 35 92.1％
児童期の国際理解及び異文化理解教育 39 38 97.4％
⑵　調査期間：申し込みは 2018 年 5 月 1 日から郵送のみ先着順で受付とした。その後、事前の
課題意識調査は、順次、受講料振込確認後の受講決定後に調査用紙を受講申込書に同封し郵送
し、記入後に受講申込書と共に返送を求めた。実施開始日の 8 月 1 日までに郵送により回収を
行った。
　必修領域「教育の最新事情」は 2018 年 8 月 2 日に実施された。選択必修領域の講習は 8 月 3
日に 5 つのすべての講座が実施され、申込者が多かった選択必修領域「幼児期の教育相談（い


















みたい内容を 3 つ選んで以下の表の回答欄に○印を、3 つおつけください。」という教示を与え、
13 項目の中から 3 つ選択させた。それ以外に「特に必修講座を受講するにあたって、学びたい
ことがありましたらご記入ください。」という教示を与え、自由記述形式で回答を求めた。これ
は、受講希望者の研修へのニーズを把握するための資料として用いるためである。なお、本研












上に努めなければならない。」と記されている。また、2008（平成 20）年 4 月 1 日文部科学事



































人数 ％ 人数 ％ 人数 ％
1 教育に関わる各種調査などの統計結果、つまり客観的で具体的な材料の理解と利用方法 54 10.4％ 20 8.9％ 26 11.3％
2 子ども観や教育観などについて見つめ直すような教育学の内容 115 22.2％ 68 30.4％ 34 14.7％
3 倫理観や遵法精神などの教員に期待される社会的要請の強い事柄 7 1.3％ 5 2.2％ 1 0.4％
4 発達障害に関する最新の知見 313 60.3％ 162 72.3％ 115 49.8％
5 アセスメントの方法などの子どもの発達に関する最新の知見 162 31.2％ 93 41.5％ 54 23.4％
6 特別支援教育に関する内容 114 22.0％ 58 25.9％ 47 20.3％
7 子どもの居場所づくりを意識した集団形成の方法 231 44.5％ 95 42.4％ 111 48.1％
8 子どもの多様化に応じた学級づくりと学級担任の役割 168 32.4％ 44 19.6％ 112 48.5％
9 子どもの生活習慣の変化を踏まえた生徒指導のあり方や方法 139 26.8％ 49 21.9％ 71 30.7％
10 現代に求められるキャリア教育の内容や指導方法 37 7.1％ 13 5.8％ 17 7.4％
11 カウンセリングマインドなどの概論 23 4.4％ 4 1.8％ 13 5.6％
12 カウンセリングに関する具体的な方法や最新の知見 119 22.9％ 32 14.3％ 59 25.5％
13 世界の教育現場の現状についての知見 70 13.5％ 28 12.5％ 29 12.6％
ただし、13 項目中 3 項目を選択。％は各年代の人数中の割合を示している。
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見」の 313 名（60.3％）であり、この 1 項目だけであった。
　就学前の保育者群（n=224）と小学校教諭群（n=231）の間で比較した結果、保育者群で選
択率が 50％以上であった項目は小学校教諭群ではなく、保育者群の「4．発達障害に関する最新
の知見」の 162 名（72.3％）の 1 項目だけであった。しかしながら、選択率が 40％以上の項目
を見ると、保育者群では「7．子どもの居場所づくりを意識した集団形成の方法」95 名（42.4%）
と「5．アセスメントの方法などの子どもの発達に関する最新の知見」93 名（41.5%）の 2 項目
であった。小学校教諭群では、「4．発達障害に関する最新の知見」115 名（49.8%）と「8．子ど
もの多様化に応じた学級づくりと学級担任の役割」112 名（48.5%）、「7．子どもの居場所づく





あった項目は 20 歳代では「4．発達障害に関する最新の知見」18 名（75.0%）と「7. 子どもの
居場所づくりを意識した集団形成の方法」17 名（70.8%）の 2 項目であった。30 歳代、40 歳
TABLE5　必修領域の事前の課題意識調査結果の項目別の年代別回答者数（％）
№ 項目内容
20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代以上
n=24 n=344 n=96 n=69
人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％
1 教育に関わる各種調査などの統計結果、つまり客観的で具体的な材料の理解と利用方法 2 8.3％ 35 10.2％ 12 12.5％ 5 7.2％
2 子ども観や教育観などについて見つめ直すような教育学の内容 7 29.2％ 66 19.2％ 20 20.8％ 22 31.9％
3 倫理観や遵法精神などの教員に期待される社会的要請の強い事柄 0 0.0％ 3 0.9％ 2 2.1％ 2 2.9％
4 発達障害に関する最新の知見 18 75.0％ 182 52.9％ 69 71.9％ 44 63.8％
5 アセスメントの方法などの子どもの発達に関する最新の知見 2 8.3％ 94 27.3％ 39 40.6％ 27 39.1％
6 特別支援教育に関する内容 8 33.3％ 66 19.2％ 18 18.8％ 22 31.9％
7 子どもの居場所づくりを意識した集団形成の方法 17 70.8％ 155 45.1％ 37 38.5％ 22 31.9％
8 子どもの多様化に応じた学級づくりと学級担任の役割 4 16.7％ 128 37.2％ 24 25.0％ 12 17.4％
9 子どもの生活習慣の変化を踏まえた生徒指導のあり方や方法 7 29.2％ 89 25.9％ 24 25.0％ 19 27.5％
10 現代に求められるキャリア教育の内容や指導方法 2 8.3％ 27 7.8％ 4 4.2％ 4 5.8％
11 カウンセリングマインドなどの概論 1 4.2％ 19 5.5％ 3 3.1％ 0 0.0％
12 カウンセリングに関する具体的な方法や最新の知見 2 8.3％ 81 23.5％ 21 21.9％ 15 21.7％
13 世界の教育現場の現状についての知見 2 8.3％ 53 15.4％ 11 11.5％ 4 5.8％
ただし、13 項目中 3 項目を選択。％は各年代の人数中の割合を示している。
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代、50 歳代以上では「4．発達障害に関する最新の知見」の 1 項目だけであり、30 歳代 182 名
（52.9%）、40 歳代 69 名（71.9%）、50 歳代以上 44 名（63.8%）であった。




示した。「よい」「強くそう思う」を 4 点、「だいたいよい」「だいたいそう思う」を 3 点、「あま
り十分でない」「あまりそう思わない」を 2 点、「不十分」「全くそう思わない」を 1 点として得
点化した。平均値が高いほど肯定的な回答であることが多かったことを示している。なお、必
修講座を最終的に受講し、事後評価に回答した者の学校種別の人数（％）は、保育者 229 名
（44.8％）、小学校教諭 236 名（46.2％）中学校勤務 16 名（3.1％）、高等学校勤務 2 名（0.4％）、
その他 21 名（4.1％）、未記入 7 名（1.4％）であった。
　「13．本日の筆記試験の内容は難しかった。」の平均値 2.65（SD=.67）と「14．本日の筆記試
験の試験時間（40 分）は短かった。」の平均値 2.62（SD=.85）の 2 項目以外は平均値 3.00 以上で
あり、全体的に肯定的な回答結果であった。平均値が低かった 2 項目の「あまり十分でない」
と「不十分」の回答者を合計した回答者率を算出した結果、「13．本日の筆記試験の内容は難し
かった。」が 39.1%、「14．本日の筆記試験の試験時間（40 分）は短かった。」が 48.3% であった。
　次に、回答者が多かった保育者と小学校教諭の間の平均値を t 検定により分析した。その結
果を TABLE6 に示した。8 項目で有意差が見られ、8 項目とも保育者の平均値の方が小学校勤
務者よりも有意に平均値が高かった。
　必修領域は講習内容がある程度決められている。受講者を 4 クラスに分けて、4 名の大学教
員がそれぞれ 1 つの事項について 80 分の講習を、各クラスを順番に回って実施することとな
る。そのため講習内容間の関連がつきにくく、各事項についての話題だけになってしまう。必
修領域の内容が精選され、12 時間以上から 6 時間以上になったとはいえ、今後も講習方法の見
直しが必要となろう。
　また、筆記試験は前述の必修領域の 4 つの事項に関して計 4 問出題し、4 つの事項について
















平均値 SD 平均値 SD 平均値 SD
1 学校現場が直面する諸状況や教員の課題意識を反映して行われていた。 3.31 .59 3.26 .60 3.33 .56
2 講習のねらいや到達目標が明確であり、講習内容はそれらに即したものであった。 3.33 .56 3.32 .58 3.32 .51
3 受講生の学習意欲がわくような工夫をしていた。 3.28 .57 3.33 .54 3.19 .57 ＊＊
4 適切な要約やポイントの指摘等がなされ、説明が分かりやすかった。 3.34 .55 3.36 .54 3.29 .55
5 配付資料等使用した教材は適切であった。 3.41 .54 3.46 .53 3.33 .54 ＊＊
Ⅰ 本講習の内容・方法についての（上記の 1 ～ 5 の 5 項目の視点を踏まえた）総合的な評価をしてください。 3.40 .53 3.43 .53 3.32 .52 ＊
6 教職生活を振り返るとともに、教職への意欲の再喚起、新たな気持ちでの取り組みへの契機となった。 3.38 .62 3.47 .57 3.30 .64 ＊＊





3.26 .61 3.32 .59 3.17 .63 ＊
9 受講前よりも講習内容への興味が深まり、教員としての知識技能の厚みや多様さを増す一助となった。 3.42 .59 3.47 .56 3.35 .62 ＊
Ⅱ 本講習を受講したあなたの最新の知識・技能の修得の成果についての（上記の6 ～ 9 の 4 項目の視点を踏まえた）総合的な評価をしてください。 3.31 .58 3.34 .54 3.28 .60
Ⅲ 本講習の運営面（受講者数、会場、連絡等）についての評価を総合的にしてください。 3.49 .56 3.51 .57 3.44 .56
10 事前の課題意識調査の調査内容は適切であった。 3.13 .47 3.12 .48 3.13 .47
11 受講者への連絡は適切であった。 3.42 .58 3.43 .59 3.39 .56
12 受講者の数は適切であった。 3.08 .60 3.14 .58 3.02 .62 ＊
13 本日の筆記試験の内容は難しかった。 2.65 .67 2.74 .64 2.54 .69 ＊＊
14 本日の筆記試験の試験時間（40 分）は短かった。 2.62 .85 2.70 .88 2.58 .83

























項目は 4 項目すべてであり、特に、「2．道徳の評価方法を学びたいから」78 名（83.9%）と「3．
道徳の具体的な指導方法を学びたいから」85 名（91.4%）の 2 項目は、選択率が 80％以上で高
かった。















№ 本講習を選択した理由 人数 ％
1 教育相談に関わることが多いから 33 35.1％
2 保護者から相談を受けることが多いから 45 47.9％
3 いわゆる「気になる子ども」が増えているから 86 91.5％
4 いわゆる「気になる子ども」を担当しているから 39 41.5％
5 個別に支援する計画を立てることが多いから 19 20.2％
6 不登校・園の子どもを担当しているから 20 21.3％
TABLE8　「幼児期の教育相談」（いじめ・不登校への対応を含む。）の受講理由の回答者数（％）
№ 本講習を選択した理由 人数 ％
1 教育相談に関わることが多いから 42 17.6％
2 保護者から相談を受けることが多いから 113 47.5％
3 いわゆる「気になる子ども」が増えているから 208 87.4％
4 いわゆる「気になる子ども」を担当しているから 89 37.4％
5 個別に支援する計画を立てることが多いから 56 23.5％
6 不登校・園の子どもを担当しているから 7 2.9％
TABLE9　「小学校の道徳教育」の受講理由の回答者数（％）
№ 本講習を選択した理由 人数 ％
1 道徳が教科になるから 74 79.6％
2 道徳の評価方法を学びたいから 78 83.9％
3 道徳の具体的な指導方法を学びたいから 85 91.4％
4 道徳で使用できる教材を知りたいから 56 60.2％
TABLE10　「小学校の英語教育」の受講理由の回答者数（％）
№ 本講習を選択した理由 人数 ％
1 小学校に英語が本格的に導入されるから 32 84.2％
2 高学年を担当することが多いから 4 10.5％
3 英語が苦手であるから 16 42.1％
4 自分の英語の会話力をさらに高める必要があるから 16 42.1％
5 英語の教材について学習したいから 24 63.2％
6 英語の指導法について学習したいから 30 78.9％
TABLE11　「児童期の国際理解及び異文化理解教育」の受講理由の回答者数（％）
№ 本講習を選択した理由 人数 ％
1 小学校に英語が本格的に導入されるから 12 30.8％
2 国際理解教育を学びたいから 19 48.7％
3 異文化理解教育を学びたいから 21 53.8％
4 国際理解や異文化教育に関する指導方法を知りたいから 23 59.0％





№ 質　問　項　目 平均値 SD
1 学校現場が直面する諸状況や教員の課題意識を反映して行われていた。 3.58 .54
2 講習のねらいや到達目標が明確であり、講習内容はそれらに即したものであった。 3.55 .54
3 受講生の学習意欲がわくような工夫をしていた。 3.43 .62
4 適切な要約やポイントの指摘等がなされ、説明が分かりやすかった。 3.61 .52
5 配付資料等使用した教材は適切であった。 3.61 .50
Ⅰ 本講習の内容・方法についての（上記の 1 ～ 5 の 5 項目の視点を踏まえた）総合的な評価をしてください。 3.59 .52
6 教職生活を振り返るとともに、教職への意欲の再喚起、新たな気持ちでの取り組みへの契機となった。 3.54 .52






9 受講前よりも講習内容への興味が深まり、教員としての知識技能の厚みや多様さを増す一助となった。 3.60 .52
Ⅱ 本講習を受講したあなたの最新の知識・技能の修得の成果についての（上記の6 ～ 9 の 4 項目の視点を踏まえた）総合的な評価をしてください。 3.53 .52
Ⅲ 本講習の運営面（受講者数、会場、連絡等）についての評価を総合的にしてください。 3.55 .53
10 事前の課題意識調査の調査内容は適切であった。 3.28 .52
11 受講者への連絡は適切であった。 3.50 .54
12 受講者の数は適切であった。 3.23 .60






別の平均値（SD）を TABLE12 に示した。TABLE12 に示した「幼児期の教育相談（いじめ・
不登校への対応を含む。）」の事後評価のみ追加した項目は 4 項目であった。「よい」「強くそう
思う」を 4 点、「だいたいよい」「だいたいそう思う」を 3 点、「あまり十分でない」「あまりそ
う思わない」を 2 点、「不十分」「全くそう思わない」を 1 点として得点化した。平均値が高い
ほど肯定的な回答であることが多かったことを示している。なお、回答者の学校種別は、保育
者 205 名（88.4％）で最も多く、それ以外では小学校勤務 10 名（4.3％）、高等学校勤務 1 名
（0.4％）、その他 15 名（6.5％）、未記入 1 名（0.4％）であった







成 30）年度で 10 回目となった。この間に講習内容の改訂と受講対象者の拡大が行われた。そ
こで、2018 年度に四天王寺大学で実施された更新講習の必修領域と選択必修領域の事前の課題
意識調査と事後評価の結果について検討した。





で最も高く、保育者群でも 162 名（72.3%）と選択率が高く、小学校教諭群でも 115 名（49.8%）
で高かった。次に、「7．子どもの居場所づくりを意識した集団形成の方法」の項目は、選択率






























教職員支援機構　「平成 31 年度免許状更新講習の開設予定状況」（ https://www.nits.go.jp/menkyo/koushin/
kaisetsu/h31ichiran.html）［2019 年 3 月 23 日確認］
